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日本福祉施設士会倫理綱領

　日本福祉施設士会は、あらゆる人々の尊厳を重んじ、
福祉施設の運営に精励し、国民の信頼に応えるべく、
ここに会員自らの倫理綱領を定めるものである。
　福祉施設士は、社会福祉施設の運営、管理の責任を
担うものであり、社会福祉に関する深い専門的知識・
経験の蓄積と倫理性、公共性に基づいた社会的責任を
自覚し、福祉活動を展開しなければならない。

（昭和58年11月12日 決定）
（平成21年３月18日 一部改定）

1 ……… 福祉施設士は、利用者の基本的人権を尊重し、
国民福祉の向上に努める。

2 ……… 福祉施設士は、福祉施設運営の質的向上に努め、
利用者中心の福祉サービス充実を図る。

3 ……… 福祉施設士は、地域福祉向上のため、
積極的にその役割を果たす。

4 ………
福祉施設士は、社会福祉における
専門家としての自覚をもち、創造性と開拓性を
発揮すべく自己の研鑽に励む。

　施設運営・管理全般にわたる生涯研修の実施、「福祉QC」活動

の普及など、たゆみない歩みを続けている社会福祉施設業種を横断

した福祉施設長の自主的な組織です。事務局を全国社会福祉協議

会・法人振興部内におき、会費を財源に自主的活動を続けています。

　「福祉施設士」とは、全国社会福祉協議会が社会福祉施設長を対

象に毎年開催している「福祉施設長専門講座」（昭和 63年に「福祉

施設士講座」より改称）修了者に、全社協会長が授与するものであ

り、令和２年５月現在、全国で約 5,600 名の有資格者がいます。

日本福祉施設士会とは

「福祉施設士」とは
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１．はじめに

社会福祉法人土佐厚生会は昭和55（1980）
年に社会福祉事業を担う民間組織として、特
別養護老人ホーム「八流荘」に始まり、障がい
者施設や指定医療機関等の公益事業など、地
域に根ざした良質な福祉サービスを安定的に提
供させていただくことを目的として今日まで事業
の拡大を続けてきた。現在では、県下３市１町
に亘り、高齢者と障がい者の方々の複合施設と

して展開し、16の施設・事業所を経営するなど、
微力ながらも高知県内の福祉事業の一翼を担
わさせていただいている。
なかでも、法人本部が設置されている南国市
の左右山から四国山地へ25キロほど北上する
と、高知県長岡郡大豊町（総面積315.06平方
キロメートル、標高200～1,400メートル、平均
450メートルの急傾斜の山岳地帯）という中山間
地域へと至る。平成21（2009）年７月13日この

社会福祉法人の活動を広く社会に発信する

日本は少子・高齢社会となり、社会・経済活動の基礎となる生産年齢人口の減少が続くなど、
本会の会員施設においても恒常的な人手不足など、さまざまな経営課題に直面しながらの事業
展開を余儀なくされている。このような状況下、中長期的な展望のもとに福祉サービスの持続性
を高めるためには、従来の慣行から脱却した経営基盤の確立とそのためのマネジメントの強化が
より一層求められている。
福祉施設現場ではさまざまな問題が起こり、その問題解決能力がリーダーである「福祉施設
士」には不可欠である。
本連載では、「持続可能な福祉施設運営」をテーマに、今年度の本会スローガンである「深

みのある人間づくり」を念頭に置きながら、福祉施設士に必要な経営ノウハウやスキルを多くの実
践をもとに考えていきたい。

（高知県）

日本福祉施設士会　会長／社会福祉法人土佐厚生会　理事長　藤田　久雄
（障－32期、№ 4334）

持続可能な
�福祉施設運営の実践
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持続可能な福祉施設運営の実践

地に於いて就労継続支援B型事業所「ワークセ
ンター・ファースト」を開設した。大豊町の人口
動態を開設当時に溯ると、平成21（2009）年３
月31日時点で、世帯数は2,668世帯（前年同
月比数マイナス16世帯）、人口5,158人（前年
同月比数マイナス153人）。内訳としては、男
性が2,328人（前年同月比数マイナス83人）・
女性が2,830人（前年同月比数マイナス70人）
であった。また、年少者［15歳未満］が318人（前
年同月比数マイナス21人）で全体に占める割合
は6.17％、老年者［65歳以上］が2,705人（前
年同月比数マイナス47人）で全体に占める割合
は52.44％となっている。このような中山間地域
は限界集落ともいわれ高齢者の方々が人口の
半数以上を占めるなど、特に大豊町は「限界集
落」発祥の地となっている。大野晃・高知大学
名誉教授が提唱した概念「限界集落（65歳以
上の高齢者が集落人口の50％を超え、社会的
共同生活の維持が困難になった集落）」であり、
自治体に於いては「限界自治体」とも言われるよ
うになった。

２．大豊町での事業展開

大豊町内では、福祉サービスを受けたくても
各個人が必要とする多種多様な福祉ニーズに
応えることのできる事業者がほとんど存在しな
かった。このため、地域住民は地元を離れ、

南国市や高知市などの近隣都市部の施設利用
や、転出を余儀なくされていた。高知県内には
現在34市町村が存在するが、特に中山間地
域は、他の市町村と比べても必要な福祉サービ
スに対する希望者が圧倒的に少ない為に障が
い者や高齢者等に対するサービスの提供事業
が成り立たない、つまり事業者として手を挙げる
法人が皆無であった。
このような中山間地域の現状を打破するた
め、事業者に対して人員配置や最低定員の基
準緩和、地域に応じた報酬体系の創設など、
高知県による柔軟な制度運用の提案がなされ、
サービス提供事業者としての参入依頼が高知
県より当法人に打診された。土佐厚生会として
は、希望者が少数であったとしても、そこにサー
ビスを必要とされている方が居られるならば、中
山間地域の様々な利用者ニーズに対応できる
事業展開が必要ではないかと考えた。そこで、
関係自治体との協議を重ねながら、赤字覚悟
で就労継続支援B型事業所「ワークセンター・
ファースト」の設置を決定し、地域貢献をはかる
べく中山間地域への積極的な取り組みを進める
こととなった。一方で、福祉事業の運営関係者
からは、中山間地域では支援拠点となる施設
が育たないという理由で懸念されてはいた。し
かし、当法人が運営する同種別の就労継続支

大豊町全景

ワークセンター・ファースト作業風景
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援Ｂ型事業所「ウィール社」が、高知自動車道
南国I.Cより2.4キロの山間地域の入り口付近に
位置しており、地理的にも「ウィール社」からの
協力が比較的得やすいことから、大豊町を中心
とした嶺北地域における福祉サービス不足の緩
和に寄与することを大義名分としてきた。
送迎サービスについては、朝と夕方の一日２

回、豊永方面、川口方面、本山方面の３コー
スとなっており、開設当初の特に冬場は、中山
間地域の厳しい自然環境を初めて認識させられ
た。積雪や早朝の道路凍結による送迎の遅れ
や中止は勿論のこと、利用者の皆様に於かれ
ては、自宅から一歩の外出もままならぬ日がある
にもかかわらず、当たり前のように過ごされてお
られることに大変驚かされた。更にはインフルエ
ンザ等の流行が追い打ちをかけ、ご家族からの
感染によりお休みをされる日が増える等、冬場の
事業所稼働率は大きく低下した。また、就労日
によっては利用者よりスタッフの人数が多く、笑う
に笑えない日が続いた。スタッフに於いては、通
勤路（幹線道路）の規制や通行止めに遭い事
業所到着を目前にしながらも急遽南国I・C迄引
き返し、改めて高速道路を利用、迂回しての出
勤となるなど、通常より２倍の通勤時間がかかる
こともあった。これらにより利用者の送迎時間の
連絡調整に奔走したり、時には送迎を中止した
りと、安全安心のためにはスタッフ一人ひとりの
適切な判断力が求められた。
さて、令和４（2022）年７月を以てこの中山間
事業も各関係機関、地域関係者の皆様のご指
導、ご協力により、開設13年目を迎えることに
なる。現在の大豊町の人口は令和４（2022）年
３月31日現在で世帯数は1,992世帯（前年同月
比数マイナス31世帯）、人口3,312人（前年同
月比数マイナス85人）。内訳としては、男性が
1,535人（前年同月比数マイナス38人）・女性
が1,777人（前年同月比数マイナス47人）・年

少者［15歳未満］が178人（前年同月比数マイ
ナス５人）。老年者［65歳以上］が1,962人（前
年同月比数マイナス39人）全体に占める割合は
59.24％となっている。13年間で人口は1,846人
減少し、老年者の割合は6.8％の増加となり高
齢化率は日本一となっている。

３．中山間事業を手掛けた理由

今回の執筆にあたり、13年前に中山間事業
を手掛ける決断に至った私自身の個人的回想
にふれさせていただきたい。それは、今日まで
私自身が30年間にわたり福祉事業に携わること
ができたのも、私たち家族が無事暮らしてこられ
たのも、やはり行政、学校、病院、福祉関係者、
スタッフを含むステークホルダーすべての方々に
よる様々なお力添えをいただいたことにある。
私の次男は現在29歳、臍

さい

帯
たい

巻
けん

絡
らく

による分娩
障害により重度の知的障害と軽度の身体障害
がある。特に子供のころは大変厄介で、難治
性てんかんを発症し、急な発作が頻繁に続くな
ど、常に誰かが付き添っていないと転倒による
事故の確率が非常に高かった。
小学校の３年生からは養護学校に通い始め、

同時に寄宿舎生活を送ることとなり、安心して
先生方にお任せできるようになった。平成19
（2007）年の７月10日付の高知新聞に、てんか
んに関する特集記事が組まれ、「てんかんは、
脳の神経細胞が過剰に興奮するためにおこる
慢性の脳疾患で、反復して起こる発作が特徴。
７～８割は薬で止まる。残りが薬剤抵抗性と難
治性のてんかん。東大医学部脳神経外科の川
合謙介講師は「薬を飲んでも効かないと、治療
をあきらめている人がかなりいる。難治性のてん
かんの多くは、手術による治療で安全に治せる
のだが、患者に十分に伝わっていない。」という
内容であった。
これを読んだ私は、妻と相談のうえ、東京都
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持続可能な福祉施設運営の実践

府中市にある東京都立神経病院を受診した。
清水弘之医師による、診察と相談の結果、小
学部６年生の３学期に検査入院を実施し、その
後調整の上、脳梁離断の手術を受けることが
決まった。
◎　脳梁（左右の大脳半球を連絡する主要な
経路。情報をやりとりする経路）
◎　脳梁離断術とは、脳梁（左右の大脳を連
絡する交連線維「太い束」）を切断して、てん
かんの脳波（脳波の放電）が広く伝わらないよ
うにすることで、全般の発作を抑制するという
もの。てんかんの有力な手術法とされている。
（転倒発作等の頭から突然倒れるような発作
を持つ例が適応と考えられている）
東京都立神経病院での検査入院のため上京

したおり、私にとっては忘れることのない出来事
があった。朝のラッシュ時、新宿駅構内を親子
二人で歩いていた矢先、いつものように次男の
てんかん発作が始まった。私たちの後ろを歩か
れていた年配のご夫婦が心配をして声を掛けて
くださったが、「ありがとうございます。大丈夫で
す。」と答えその場を終えた。しかし、わずか数
分後に再度の発作。今度は通りすがりのサラ
リーマンの方が心配をして声を掛けてくださった
のだが、「直ぐに治まります。」と同様の返答をし
てしまった。ところが２回目に至っては10分を過
ぎても次男はぐったりしたままで、歩く力は全くな
く、いつものこととはいえさすがに心配になり、近
くの改札口に駆け込み助けを求めた。すぐさま
駅員の方が駆けつけてくださり、私達の荷物を
持ってベッドのある駅構内の休憩室へと案内し
てくださった。駅員の方の背中を見ながら付い
ていく私の眼からなぜか涙が溢れてきたことを今
も忘れてはいない。
当時の私は、障害者施設で勤務しており、
他者に対する援助は惜しまない身でありながら、
自分自身や家族のことに関しては、決して人に

頼ろうとしなかった。ここで初めてそれに気がつ
いた。父親たる私自身がこんな性格では、次男
にとってはたまったものではないだろう。親の私
が次男を危険な状態に追い込んでしまってもお
かしくなかったと反省しきりであった。支援をする
にあたって一番大切なことは、常に相手の立場
に立つということであり、他者意識の重要性に
ついて改めて認識させられた。「福祉」とは人を
幸せにするための取り組みであり、幸せになる
ために沢山の人たちが努力をしているその姿、
過程が福祉であるということ。
「一人の人を助けても何も変わらない、社会
そのものがよくならない限り意味がない」⇒そう
ではない。一人の小さき幸せが確保されないか
ぎり、福祉は存在しえない。それを福祉とは言
わない。
だからこそ、大豊町を中心とした中山間地域

において、たとえ小規模のサービスであっても、
必要なサービスは、住み慣れた地域で確保され
るべきだと、今ここで土佐厚生会が参画を断れ
ば、社会福祉法人としての役割を担うチャンス
を取り逃がしてしまう。当時の関係スタッフとその
思いを分かち合うことができたのは大きな財産で
あった。

４．おわりに

現在での中山間（嶺北）地域における土佐厚
生会の役割は、スタッフ一人ひとりの努力により、
お陰で「ワークセンター・ファースト」としてしっかり
と地域にねざし、サービスの狭間の解消を果す
など、微力ながらも高知県障害福祉計画の一
翼を担うべく、事業展開を継続している。これも
偏に全ての関係者の皆様と何よりも事業所スタッ
フの熱い思い、継続力の賜物であると同時に、
地域の皆様一人ひとりにもともと備わっている
「福祉の心」。根っこから染みついている深い
思いやりを感じずにはいられない。実は我々自
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身が皆様からのパワーをいただいており、このこ
とが関係スタッフの大きなモチベーションとなって
いる。
社会福祉法人が、広く国民からの信頼を得

るためには、関係諸機関および地域住民との更
なる連携は勿論のこと、スタッフにおいては制度
の谷間で顕在化された地域の課題に挑戦すべ
く、サービス全体の改善を行なうなど、常に組
織文化の構築を進めながら、地域関係者との
信頼を積みあげることが重要となってくる。また、
スタッフのモチベーションが保てなければ、本来
の目的である継続的な地域貢献の達成は困難
であることから、事業計画については施設長の
思いを自らの言葉でスタッフに伝え、しっかりとし
たコンセンサス（合意形成）を得ることが重要で
ある。
繰り返すが、福祉とは「人を幸せにする取り
組み」だと思う。この幸せは、利用者だけでなく
そこに寄り添うスタッフも同時に幸せでなくてはな
らない。社会貢献がスタッフの犠牲で成り立って
いるとするならば、本末転倒であることは言うま
でもない。施設長はスタッフに寄り添いつつ、自
らのリーダーシップでもって、現在の制度では対
応できない、地域のさまざまな生活課題や福祉
需要に先駆的に取り組み、社会のセーフティー
ネットとしての役割を果たしながら、地域への社
会貢献に取り組むことが必要である。
地域共生社会の実現に向けては、制度・分

野ごとの「縦割り」「支え手」「受け手」の関係
を超えて、地域住民の皆様や地域の多様な主
体が参画し、世代や分野を超えてつながること
で、住民一人ひとりの暮らしと生きがいをサポー
トするなど、地域をともに創っていく社会をめざす
ことが、肝要とされている。　　
土佐厚生会においては、今後も社会福祉法

人の活動を広く社会に認知させるべく、単に福
祉事業を経営する法人としてではなく、地域共

生社会の実現に向けた強固な運営体質の構築
と、安定に向けた様々な角度からの取り組みを
継続させていきたい。加えて社会福祉を取り巻
く環境変化への順応と、持続成長を旨とした更
なる活動をめざし、関係者一丸となって積極的
に取組を推進してまいりたい。



１．はじめに

社会福祉施設は、これまでに大きな改革があ
り、たとえば老人関係施設は介護保険制度、
障害関係施設は総合支援法による利用契約制
度など、その度に翻弄されてきた部分も少なか
らずあった。だが制度がどのように移り変わって
も、決して退化してはいけないのが利用者に対
する支援であり、地域に対する支援である。
地域に対する支援とは、利用者ご自身に地
域で安心して生活できる為のスキルや意識を身
につけていただく支援という意味もあるが、福祉
施設が地域そのものの意識に働きかけるという
意味もある。そのために社会福祉施設として、
そして福祉施設士として自分自身がなすべきもの
は何なのか、これまでの法人の活動を紹介しな
がら考えていきたい。

２．セルプあさがおについて

「セルプあさがお」は、石川県白山市にて就
労継続支援（B型）事業と生活介護事業を運営
している定員計40名の多機能型事業所である。
作業種目としては企業からの受注による下請

け作業、アルミ缶プレスやペットボトル等のリサイ
クル作業、ラスクやぽん菓子製造が中心の自主
生産作業がある。また、後ほど触れるが市より

委託を受けて駅や公園の公衆トイレ清掃を広く
展開している。
法人内には本部を置く「松の実園」があり、そ

れぞれの事業所で日中一時支援事業も併設し
ている。また、法人としてグループホーム５か所、
移動支援事業を運営している。事業所の紹介
にあたり、少し法人の経緯について触れさせて
いただく。
母体である社会福祉法人松の実福祉会は、
昭和60（1985）年に法人認可を受け、翌61
（1986）年に通所授産施設として「松の実園」を
開所した。認可以前は小規模作業所の時期が
10年余あり、関係者と保護者の念願が叶って
の開所である。
初 し々いスタートを切った松の実園として、ま

ずは地域に知っていただく、受け入れていただく
ことを喫緊の課題として、これまでの軽作業に
加え新たな作業としてアルミ缶プレス作業や古着
を裁断して工業用雑巾を製造するウエス加工作
業といった「リサイクル作業」を開始した。全国
的にリサイクル運動が盛んになるのはこの数年
先であり、そういう意味ではいち早く資源の再利
用に着目した作業が実現できたと言えるだろう。
材料となる空き缶や古着を回収するために地域
に呼びかけ、市民からの連絡を受けて利用者と

福祉施設士がめざすもの
「地域に対する支援とは」
（石川県）
社会福祉法人松の実福祉会

セルプあさがお　施設長　夷藤　和明（障－30期、№4035）
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ともに一軒一軒巡回する。結果的にその繰り返
しが法人の地域化の第一歩となり、その後開始
した焼き菓子の製造販売等の「自主生産作業」
の地域展開によりさらにそれは浸透していったも
のと感じている。
そして平成９（1997）年、法人は年々増加す

る利用希望者に対応するために「セルプあさが
お」を開所するに至る。

３．移動支援（ガイドヘルプ）について

現在、セルプあさがおでは法人事業として移
動支援事業（ガイドヘルプ）を展開している。昔
は「介護者の負担軽減のため」という要素が強
かったこの事業も、現在は「本人の自立支援・
意思の実現のため」というものに変わってきてお
り、内容も「社会生活上不可欠な用件の外出」
中心であったものが「余暇利用・地域生活の充
実のための外出」が基本となってきている。たま
には映画が見たい、ボーリングをしたい、買い
物に行きたい、でも一人では難しい…。我々が
日頃何気なくこなしていることも彼らにとっては困
難であるばかりか、そういう楽しい活動が自分の
意思でできることすら知らないまま過ごすこともあ
るかもしれない。ガイドヘルプを利用することで、
そのような状態からこれまで以上に世界を広げ、
豊かな心を育むことができると感じている。誰も

が障害の程度にかかわらず、希望や意思があ
り、それは尊重されるべきである。支援者（ガイ
ドヘルパー）としては絶対的な安心感と信頼感を
持ってもらうことが大切と考え、その人に応じた
必要な情報を提供し、経験を増やし、より良い
自己決定ができるよう支援することが大切であ
る。
また、ガイドヘルプは他の支援形態にくらべ、
第三者（地域の人々）の目に触れる機会が多い
のも特徴である。ガイドヘルパーと一緒に行動し、
買い物などを楽しんでいる姿を見ながら、「障害
があっても私たちと何ら変わらない」と感じる人が
少しずつでも増えてくることを感じることもできる
し、そういう優しさを抱く人が増えてくれば、地域
も優しくなれる、まさにガイドヘルプは「やさしい
街づくり」にも一役買っている事業であり、近年
取り上げられている意思決定支援と地域支援が
絶妙に融合した事業であると考えている。

４．公衆トイレ清掃作業

セルプあさがおより徒歩５分程度のところに、
JRの無人駅がある。普通列車のみが停車する
小さな駅で、線路をはさんで両側の出口に市が
管理している公衆トイレがある。また近隣には５
か所の公園があり、それぞれに公衆トイレが設
置されている。セルプあさがおは数年前より市の

セルプあさがお全景

ショッピングの移動支援の様子
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委託を受け、それら計７か所のトイレ清掃作業
を実施している。トイレという性質上、ほぼ毎日
の作業であり、職員と利用者が交替で赴いてい
る。
地域の中で行う作業であり、行き交う方 と々も
触れあうことも少なくなく、日を重ねるにつれて時
には励ましの声なども頂くようになってきた。私た
ちのことを知ってもらい、活動を理解してもらう、
そして少なからず地域のお役にも立てているとい
う意味で大変誇りの持てる作業のひとつとなって
いる。公共の場として、誰もが必要とするこの
地域の核となる部分のひとつであり、そんな地
域の１ピースを手がけている私たちの姿をどんど
ん知っていただければ幸いである。

５．おわりに

施設を利用する人たちが地域社会の中で当
たり前の生活をおくるためには、多くの課題が存
在するが、地域の意識もまた大きな課題である。
今ではずいぶん理解が深まってきているとはい
え、必ずしも彼らに対して肯定的なことばかりで
はない。施設職員として、そして福祉施設士と
しての大きな使命のひとつはそこにあるのではな
いか。彼らと地域をどう結びつけるか。社会と
の橋渡しという重大な仕事は、利用者を支援す
ることであり、ひいては地域を支援することにつ

駅トイレ清掃の様子

ながる。利用者を支援し地域を支援することが
できれば、到達するのは先ほども述べた「やさし
い人づくり、やさしい街づくり」であり、地域福祉
の最終目標はそこにあると私は考えている。
今回紹介した活動は、何も特別なことではな

く、全国の多くの事業所においても取り組んでお
られることと思うが、社会の中で互いに存在を認
め合い、繋がりが実感できる支援の継続は大切
であると考えている。そして当法人がめざすもの
である「障害があっても地域で明るく豊かな人生
を過ごせる」といった、そんな地域の実現に向け、
このようなごく普通の活動の中から少しずつ地域
に働きかけていくことが、持続した施設運営にも
つながっていくのではないかと考えている。
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　本特集では、新型コロナウイルス感染症により、私たちの生活様式が大きく変

化していくなかで、利用者の権利を尊重した支援をテーマに３名の福祉施設士

からご寄稿いただいた。

　障害関係では大澤氏に国際人権条約や障害者基本法、基本理念をもとにし

た考察、高齢関係では堤氏に新型コロナウイルス陽性となったデイサービス利用

者への支援事例をもとにした考察、また、保育関係では渡氏にコロナ禍での取

り組みを保育所保育指針の保育所の役割を通して振り返っていただいている。

　皆様の施設等での利用者支援を振り返り、利用者の権利を尊重した支援と

は何かをあらためて考えるためのご参考としていただきたい。

１．障がい者（児）の権利を尊重した支援をめぐって

� （新潟県）長岡介護福祉専門学校あゆみ　顧問・講師　大澤　澄男

２．利用者の権利や尊厳を守る、コロナ禍での支援

　 ～デイサービス事例からの考察～

� （滋賀県）社会福祉法人六心会　理事長　堤　洋三

３．子どもを中心にした保育

� （福岡県）社会福祉法人若宮福祉会　東青葉保育園　施設長　渡　真樹

「利用者の権利を尊重した支援」特
集
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１．はじめに

新型コロナウイルス感染症は、私達の生活や
福祉利用者への支援をめぐってさまざまな影響
をおよぼしている。今号特集テーマ「利用者の
権利を尊重した支援」に関して、障がい者（児）
への支援について国際人権条約や障害者基本
法、基本的理念をもとに考えてみたい。

２．国際人権条約（1979年９月21日発効）等から

前文は「人権及び自由の普遍的な尊重及び
遵守を助長する義務を国際連合憲章に基づき、
諸国が負っている」と規定している。同じく、児
童の権利条約（1994年５月22日発効）では「出
生又は他の地位等によるいかなる差別もなしに
すべての権利及び自由を享受することができる」
とされている。障害者の権利条約（2014年２月
19日発効）では「障害者が全ての人権及び基
本的自由を差別なしに完全に享受することを保
障する」とある。
障害者基本法は「障害の有無にかかわらず、

等しく基本的人権を享受するかけがえのない個
人として尊重される」とある。障害者差別解消
法も同様な主旨をかかげる。障害者虐待防止
法は「養護者、障害者福祉施設従事者、使用
者等の虐待防止について定め国など地方公共

団体の責務」にふれている。
障害者総合支援法は障害者自立支援法を
改正し、2012（平成24）年に成立しているが、
各高等裁判所での和解条件を十分満たしてい
ないところがあると考えられ再改正が必要だろう
と思われる。

３．新型コロナウイルス感染症の感染防止のた

め面会等制限

厚生労働省は新型コロナウイルス感染防止
対策として、特に入所系の障がい関係施設を
中心として面会制限、外出制限、外部との交
流中止、行事自粛など、施設内に感染が入り
込む事態を防止するため制限することが望まし
い、との通知を発出している。この制限を行政
主導の指導として行うことは人道上の問題にも
つながり、新型コロナウイルスへの感染防止対
策として根本的解決にもつながらないのではな
いかと関係者の指摘も出ている。
入所型施設での感染率は７％台と他の福祉
施設の場合に比べ、非常に低くおさえられてい
る事実もあるが、利用者と家族等の意思をきめ
細かく聞いたとは思えないのではないかとの疑問
も残る。
本人の主体意識、人権、自己決定と納得、

障がい者（児）の権利を尊重した
支援をめぐって

（新潟県）
長岡介護福祉専門学校あゆみ　

顧問・講師　大澤　澄男（障－７期、№1030）
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幸福感とは与えられたものではない。選択でき
る生き方などをめぐって、本人の意思判断の最
大限の引き出しをコミュニケーション技術、ソー
シャルワークの基本などから考える必要がある。
伴走型支援とコミュニケーションテクニック（会
話中心の音声コトバだけでなく、身振り、表情、
日常の生活、雰囲気さえもが重要となる。）、直
接接触できない代わりの諸工夫なども必要で、
なにもしないでいるのが安全としてよいかも問わ
れる。ワクチン接種でコロナ終了と考えるのでは
なく、大規模入所の通過型小規模化、職員の
専門性向上、施設の立地条件改善と設備改
善等と対応すべきことは山積みだろう。

４．まとめとして

以下の４点の基本的理念を想起した上で、
障がい者（児）福祉の基本理念に立ち返って、
これからのあり方や支援について、最近思うこと
を提言として考えてみたい。
１）ノーマライゼーションの理念

　��バンクミケルセン、ニィリエ、ヴォルフェンス
ベルガー、さらにスカンジネビアデモクラシー
をN.F.S.グルントヴィの思想とクリステン・コ
ルの実践に学び、ハル・コックの実践と近
代化への役割にも学び、現代につなげた
い。

２）リハビリテーションの理念

　��再び適した状態にする。権利や名誉回復
である。運動機能の回復だけでなく、障
害者の自立自助を援助し、全人間的復権
をめざす総合的対応である。

３）自立生活運動の理念、I.L.運動

　��カリフォルニア大学バークレー校ではじまる。
I.L.（Independent�Living）運動は、障が
い者自身による障がい者の自立生活運動。
主体的に自身が価値ある生き方をめざす。
エド・ロバーツは、人工呼吸器を必要とす

る重度障がい者が中心の自立生活センター
（C.I.L）を創設。自らの意思で主体的に判
断、行動していくことを自立とした。

４）インテグレーション、インクルージョンの

理念

　��少数者の人権尊重、社会への統合をすす
める考え方。1970年代、欧米の障がい者
教育の場で広まる。
障害福祉サービスは、入所型や地域からの
利用型などによる対応や支援となり、サービス提
供の難しい重度・重複障がいも増加。幸福感、
生き方の多様化が進み、それが福祉の目的でも
ある中において、福祉理念とともに、施設・設
備や運営が追いついておらず、加えて、職員
の専門性も育っていないのではないかとの不安
が強い。そこから不適切な処遇なども発生してく
る面も感じられる。人が人にかかわる職業の重
要性の認識と専門職の倫理、生き方も問われ
ているのではないか。

日本福祉施設士会としての新しい時代に対
応する諸課題への活動と提言、実践を求めて
いきたいと願っている。
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１．デイサービスのクラスター

令和元（2019）年暮れに中国武漢で始まり、
翌年から我が国でも感染が拡大した新型コロナ
ウイルスは、２年以上が経過した今でも収束が
見えず、私たちの地域生活や経済活動に大き
な影響を及ぼしている。とりわけ、対人援助を
日常的に展開する私たちの現場では、「自分が
罹患し、知らぬ間に利用者へ感染させてしまう
のではないか」という不安と緊張が続き、物理
的にも精神的にも負担が増している。
令和３（2021）年暮れ以降に広まったオミクロ

ン株は、デルタ株と比して感染力の強さから地
域で暮らす高齢者への影響が増大した。特に
在宅で介護サービスを利用しなければ生活を継
続することができない高齢者が、陽性判明以降、
困難な状況に陥るケースが多数発生した。当
会特別養護老人ホームに併設するデイサービス
センターでの事例を報告する。成功事例、好
事例でないことははじめにご了承いただきたい。
私が勤務するデイサービスの利用者に陽性が
判明したと一報が入ったのが令和４（2022）年２
月６日（日）の夕刻だった。それまで、令和２（2020）
年当時から当会の居宅サービス事業での陽性
判明は数件あったものの内部での感染拡大は
防げていたことから、翌日の営業に関しては通

常通りと判断をした。このことが後々影響を及ぼ
すことになることはその時点で知る由もない。
翌月曜日は通常通りの営業をしていたが、昼

頃から利用者宅より症状がある旨の連絡が入り
始めた。この段階で翌日からの営業は当面中止
と判断し、生活相談員が利用者家族はもとより、
ケアマネジャー等への連絡調整に追われた。デ
イサービスが休業するということは、こどもでいう
と保育園が休園するのと同様で、どのようなサー
ビスで代替するのか、本人状態や自宅環境等に
より対応は様々で、調整が難航する場合も多い。
担当ケアマネジャーのほとんどは当会の居宅介
護支援事業所であり、隣接する老健の通所リハ
ビリテーションの空き確認、訪問介護などの訪問
系サービスへの切り替え等の調整に追われた。
当時、地元保健所へ連絡しても折り返しの連
絡もなく、おそらくパンク状態であったと思われる。
保健所が早期に「濃厚接触者」を特定すること
ができるという状況ではなかった。
接触のあった利用者の罹患を、その時点で

いち早く確認したいという事業所全体の思いもあ
り、自主検査の実施を決めた。法人手持ちの
抗原検査キットをかき集め、看護職員と生活相
談員、看護職員と介護職員がペアとなり、利用
者宅を訪問し、みなさんから検体を採取した。

利用者の権利や尊厳を守る、コロナ禍での支援
～デイサービス事例からの考察～

（滋賀県）
社会福祉法人六心会　

理事長　堤　洋三（老－36期、№5029）
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その合計40人ほど。結果的に、２月６日（日）か
ら２月10日（木）まで、利用者合計12名の陽性
が判明、職員も合計７名が陽性となった。デイ
サービスセンターの営業は２月８日（火）から２月
19日（土）まで休業となった。振り返ってみると、
２月７日（月）の営業判断が結果的に感染を拡大
させた可能性もあり、初期判断をどのようにすれ
ば適正だったか、大きな反省を残した。

２．独居の利用者

対応に苦慮したのは８例目の方だった。仮に
Aさんとしよう。
Aさんの陽性が判明したのは、初発陽性者

が発生して３日目の２月９日（水）のこと。朝から
実施した当会の自主検査で判明した。80代後
半、女性、要介護１、一人暮らしである。親
族はいるが、隣接自治体在住で関係性は良好
でない。
陽性が判明したが、微熱、起居歩行が幾分
緩慢、微熱はあったがそれ以外の症状はなく、
明らかに入院ができない状態だった（当時当県
で入院が許可されるのは、血中酸素飽和度が
基準値より低レベル、呼吸苦などがある場合の
み）。私たちは頭を抱えた。「本人に陽性という
ことが認識できて、療養期間中は自宅の中にと
どまり、生活ができるだろうか。」
隔離すべき療養期間は２月９日（水）から２月

19日（土）まで。その間、Aさんをどのようにケア
すべきか。デイサービス主任、生活相談員、
施設総務課長と協議を重ねた。協議結果はこ
うだ。療養期間内で、体内のウイルス量が比
較的多く二次感染の可能性が高い４日程度は
自宅にて過ごしてもらう。その間はデイサービス
職員（看護師、主任）が１日に３回から４回訪問
する。主な目的は食事と服薬をはじめ安否確認
だ。４日間、これが限界だと読んで、これを過
ぎれば、休業中のデイサービスに来てもらい日中

は過ごしてもらう。朝晩の送迎も勿論デイサービ
スで。このプランを表にし、保健所と地域包括
支援センター（直営）と共有した。訪問について、
地域包括支援センターに一部ヘルプを求めたが
「役割ではない」と一蹴された。とりあえず自力
でこのプランの10日間を乗り切る、職員とそう決
めて、Aさん親族へも伝えた。

３．「外からつっかえ棒をしてください」

親族からの電話が入ったのは訪問を始めて２
日目の２月11日（金）だった。「本人が屋外へ出
ている、近所に感染を広げる可能性がある、何
とかならないか」とのことだった。急いで職員が
自宅へ駆けつけたがAさんは屋内に戻ってい
た。親族はどうも家の近所から車窓で見張って
いた様子だ。職員の訪問は、８時30分、13時、
17時30分の３回を定時とし、加えて15時は必
要と思われる際の訪問、合計３回から４回を基
本としていたが、合間の時間にAさんがどのよう
な行動をしているかはわからない。私は親族へ
電話でこう伝えた。「外に出たぐらいで感染はし
ないので、できれば地域の民生委員さんとAさ
んの付き合いがある住民さんへ、陽性である旨
を伝えてもらえませんか。そして理解してもらって
何かあった時の見守りとデイサービスセンターへ
の連絡を依頼してもらえませんか？ご近所の理解
と協力がないと乗り切れません。」親族の返答は
一応分かったようなニュアンスだった。職員が訪
問した際、ご近所の方が来て、ファンヒーター
の灯油を補充している姿もあったそうで、その方
がAさんの陽性を知っていたかは確認できてい
ない。しかしながら、ご近所の日常的な見守り
や支援はあるということがわかる。
その後、親族から複数回電話があり、「近所
の住民から苦情も届いている。ショートステイで
預かってもらえないか」など要請もあったが、陽
性の方を新たに高齢者施設で預かることは難し
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かった。入院ができないか、断続的に保健所と
のやり取りも続けたが、症状が軽症すぎて基準
的に難しいという返答。また当県では入院調整
の最終段階を「滋賀県COVID-19災害コント
ロールセンター」が担っていて、保健所から繋い
でもらい、交渉もしたが、それでも難しい。突飛
なアイデアだが、宿泊療養施設（ビジネスホテル）
のツインルームで、Aさんとデイサービス職員が
同室で入れないか、という交渉もしてみた。結
果はホテル側に拒否された。認知症があるとい
う理由からだ。
当時Aさんの症状は落ち着いており、発熱も

ほぼない。訪問時の確認でも問題はないが、
戸外に出ている形跡はあったが詳細は不明。
そんな中、親族からこんな要請が飛び込んでき
た。「本人が外に出られないように、外からつっ
かえ棒をしてほしい、陽性である旨は近所へも
伝えた」というものだった。近所から親族へどん
な連絡が入っているのかわからない。親族の心
配も理解できない訳ではないが、近所とのやり取
りに限界の様子だった。私からは、次の数点を
伝えた。基本的に福祉職として行動制限を強い
ることは人権尊重の視点から難しいこと、制限
しないと生命が危険にさらされる可能性が高い
など関係者で検討すべき事項があり段階を経な
いと実際の実施には難しいということ等々。親族
も人権や尊厳について理解され、いったんは承
諾されたが、近所への対応ということでその後
撤回された。実際、翌２月12日（土）訪問時につっ
かえ棒が玄関戸にしてあったため、Aさんは出
られないことがわかり、精神的にかなり不穏な状
態になられていた。親族の心配、近所の理解
など、あらゆることがもう限界に達していた。

４．入院

訪問が始まってからも保健所、ケアマネジャー
とも断続的にやり取りはしていた。地域包括支

援センターの助力は望めなかったので諦めてい
たが、情報を得た当該センターから２月13日（日）
に電話が入った。正午頃だった。状況説明を
することに加え「一度現場を見に来てください」と
要請、13時の訪問時にAさん宅で待ち合わせ
ることになった。冷たい雨が降っていた。ご本
人の表情、そして家の中に閉じ込める危険性
等々。百聞は一見に如かず、そこからの展開
は早かった。16時頃から、保健所とのやり取り
が始まり、18時頃からコントロールセンターとの
調整に入った。入院先が決定し、20時30分
着で病院へ送り届ける調整がついたのは、19
時半頃だった。親族へも入院調整の内容を説
明し、入院手続きなどが要るので現地へ向かっ
て欲しい旨、自宅の戸締まり依頼など、全ての
連絡が完了したのは日付が変わる頃だった。A
さんは、２月21日（月）まで入院され、その後す
ぐ介護サービス利用を再開、今も元気に自宅で
暮らし続けている。

５．おわりに

今回のケースのように、それまで介護サービス
利用者など、何らかの支援により生活が成立し
ていた方が陽性となった場合の課題が浮き彫り
になった。認知症による行動・心理症状（BPSD）
がある方は、平時なら地域住民の支援や理解
も期待できるが、感染症の拡大という足元の不
安と恐怖の前では、医療も福祉も、そして地域
住民も立ち尽くすしか術がなかった。医療も受
けられず、本人の尊厳が損なわれ、地域に取
り残される、このような現実を目の当たりにした。
本人の権利や尊厳を有事でも維持する難しさ。
解はない。言えることは、地域の実情に応じて、
平時に如何にして地域全体で関係性を構築で
きるかだろう。これまでより更に一歩踏み込んだ
官民の機関協働、住民啓発等、本気で進める
時期が到来している、そんなことを感じている。
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１．はじめに

社会福祉法人若宮福祉会は福岡県宮若市
で平成２（1990）年12月に設置。「優しく～ひと
に・ものに・しぜんに～」を理念に掲げ、平成３
（1991）年６月に現在の障がい者支援施設若宮
園が開園した。社会福祉事業においては、利
用者並びに社会からの多様なニーズに的確に
対応できるような専門性が求められている。この
ような社会状況の中で障がい者のみならず、地
域社会からも信頼を得られるよう努める。また、
社会福祉法人として公益性を十分に発揮するこ
と。並びに事業所としての院内感染の予防対
策や法令順守を行うこととする、という理念のも
と、平成19（2007）年１月に現在の共同生活援
助グループホーム雅が開園した。平成24（2012）
年４月に私が施設長を務める東青葉保育園が
福岡市東区に開園した。無限の可能性を秘め
た子どもたちが安心・安全な環境のもとで、心
身ともに健やかで、のびのびと明るく楽しく過ご
す中で、自分自身の力を十分に発揮し、『夢と
希望』を持てるような未来を作り出す基礎を養う
ことを保育理念としている。この理念のもと、子
どもたちにとって、居心地の良い場所となるため
に、子どもと保護者の思いに寄り添い信頼関係
を深め、笑顔と笑い声の絶えない保育園づくり

をめざしている。子どもたち一人ひとりが「愛され
る存在」であることを実感できるような保育園生
活を大切にしている。定員100名、職員は38
名で力を合わせて日常の保育にあたっている。
保育園での「利用者の権利を尊重した支援」

とは、子どもの最善の利益を顧慮し、その福祉
を積極的に増進することに最もふさわしい生活の
場でなければならない、という保育所保育指針
における保育所の役割が一番に想起される。ま
た、同じく指針には保育士は、その職責を遂行
するための専門性の向上に絶えず努めなければ
ならない、と記載されている。常に保育の質の
向上を心がけることの原点となる言葉である。
「利用者の権利を尊重した支援」について、
コロナ禍での取り組みを保育所保育指針の保
育所の役割を通して振り返り、保育現場での現
状と課題、取組内容、うきうきわくわくできるよう
な今後の活動を述べたいと思う。
２．子どもたち

保育園は子どもたちの健全な心身の発達を図
ることを目的とし、最善の利益を考慮し、その福
祉を積極的に増進することに最もふさわしい生
活の場でなければならない（保育所保育指針）

このことから子どもたちには、「子ども一人ひと
りの個性を受け止め、子どもの思いに寄り添い

子どもを中心にした保育
（福岡県）
社会福祉法人若宮福祉会　

東青葉保育園　施設長　渡　真樹（保－40期、№5436）
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ながら丁寧に関わる保育」を実践している。
新型コロナウイルス感染症が蔓延し、令和２

（2020）年度には緊急事態宣言も発出され、福
岡市においても、幾度となく感染予防策が講じ
られてきた。保育園もその対応に追われた。
アタッチメントにスキンシップやコミュニケーショ

ンを基盤とした乳幼児の応答的な関わりの中で、
保育園は三密を避けることは不可能だった。子
どもの感染リスクが低いとは言えない環境下、
感染対策等を継続した。いかに子どもたちが心
を動かされるような豊かな体験ができ、心身の
健やかな発達を保障できるか、試行錯誤で作り
上げた。新しい生活様式に順応する子どもたち
に逞しさを感じたことは印象的だった。「コロナ
にかからないように消毒してお茶を飲もうね」と友
達同士で会話しながら消毒をしていた。　
令和２（2020）年度早々の年長児の日常会話

である。私自身、子どもたちの言葉と行動にハッ
とさせられ、子どもたちの生きることへの逞しい力
と柔軟性を感じた。同時に、私たちは子どもた
ちの生きる力から、勇気と責任感を感じた。
３．保護者

保育に関する専門性を有する職員が、家庭と
の緊密な連携の下、子どもの状況や発達過
程を踏まえ、保育所における環境を通して、
養護及び教育を一体的に行うことを特性とし
ている（保育所保育指針）

新型コロナウイルス感染症が蔓延する前は、
保育参観や体育発表会は保護者参加型で一
緒に参加していた。しかし、来園が送迎時のみ
となり、子どもたちの日常の生活を観る機会が激
減した。同時に保護者と保育士のコミュニケー
ションも減っていった。職員間で話し合いの末、
「子ども主体の保育」を実践している中で、日頃
の保育の積み重ねにより一人ひとりが成長する
姿を観ていただくならば、保護者を園に招く行
事だけが最善の方法ではないということにたどり

着いた。そこで、ホームページのブログの活用、
動画の撮影、写真の撮影、保育の可視化の
工夫と充実を図った。保護者に行事の変更や
中止を説明し理解を得ることは簡単なことではな
かった。その経験上の反省点も多いが今後の
対応として、変更点等の説明は文章にして、
入園説明書類に記載し保護者に説明して配布
することへと繋がったことは成果だと思う。
４．地域

家庭や地域の様々な社会資源との連携を図り
ながら、入所する子どもの保護者に対する支
援及び地域の子育て家庭に対する支援等を
行う役割を担うものである（保育所保育指針）

コロナ禍以前、保育園自体が地域の社会資
源として、また社会福祉法人の公益的な取組
の一環として、未就園児とその保護者向けの
子育てサークル「はっぱキッズ」、地域の社会福
祉協議会と連携して地域の高齢者を招いて昼
食を一緒にする「おじいちゃん・おばあちゃん食
堂」、小学生を対象にした「夏休み・冬休みワー
クショップ」等を開催していた。令和２（2020）年
度、令和３（2021）年度はすべての取り組みを
中止した。子ども食堂をコロナ禍で継続してい
る事業所もある中、継続できなかったことは残念
だが、園内行事を行っていないことから再開で
きる状況ではなかった。また、参加予定だった
高齢者の皆様からも不安に思うお声と保育園を
心配してくださるお声が寄せられた。
５．職員

保育士は、保育所の役割及び機能が適切に
発揮されるように、倫理観に裏付けられた専
門的知識、技術及び判断をもって、子ども
を保育するとともに、子どもの保護者に対す
る指導を行うものであり、その職責を遂行す
るための専門性の向上に絶えず努めなければ
ならない（保育所保育指針）

コロナ禍以前から、保育の質の向上のため、
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職員間での話し合う機会を設けていた。子ども
を中心に置いた保育、心の根っこを育てる保育、
養護及び教育を一体化する保育等、様々なこと
を話し合う中で少しずつ実践の保育での困りど
ころや課題をPDCAサイクルで解決できるように
仕組みができていた。図らずも新型コロナウイル
ス感染症の蔓延で更に、保育の見直しができ
たことはピンチをチャンスに変えられたと思う。
しかし、令和２（2020）年当初、経験をしたこ
とのない未知のウイルスを前に、不安に思う職
員から、「園長先生、どうやってコロナから私た
ちを守ってくれるんですか」と問われたとき、十分
に安心させられる言葉が無く、不安にさせたこと
は今でも一番後悔している。また、「私たちもエッ
センシャルワーカーですよね」と自分自身を奮い
立たせるように、保育士としての誇りと決意をし
ていたことも印象に残っている。給食の職員が
いち早く、休園と調理員が出勤できないときの緊
急対策の対応マニュアル作成を迅速に行えたこ
とは専門性の高さに感謝した。新型コロナウイ
ルス感染症の蔓延と共に、働き方改革が同時
進行していた。多様な働き方を構築し、今後の
健康経営を意識したいと思う。
６．さいごに

今回、コロナ禍を振り返る機会をいただき大
変感謝している。
思えば辛いこと、悲しいこと、悔しいことマイ

ナスなことがたくさん出てくることは否めない。た
だ、誰もが経験をしたことのないウイルスに手探
り状態で対応し不安が人 と々私自身に襲いか
かって来た。ふと日常の対応の消毒や様々なこ
とに追われ、得体の知れない恐怖に疲れた保
育士を見て、焦りを感じたことも思い出した。
しかし、毎日、子どもたちは楽しそうに笑顔で
友達と遊び、時には喧嘩をして泣いたり、おい
しそうに食事をしていた。その日常の姿と共に、
アルコール消毒をすることが身についている。

日常が変わり拒否反応と自己防衛、責任感
に怯えていたのは環境に順応していない私たち
大人だと気付いた時、保育園の施設長として
の使命が、はっきりしたように記憶している。健
康経営が一番大切だと思った。職場におけるメ
ンタルヘルスとハラスメント研修を通して、多様
性を保育だけではなく、職場の人間関係、保
護者支援にもいかしていけたように感じた。多
様性を求められる社会で大切な愛のある職場
環境は整っていると思う。具体的な感染症対策
の一環として、職員全員に法人より、毎月のマ
スク提供等も引き続き行い、しなやかな心と身体
を手に入れて輝く社会を構築できる職場づくりに
今後も力を注ぎたいと思う。
前途で記載したように、職員も不安な中、保
育士として、調理員として職務を果たしていた。
厄介なウイルスだが、東青葉保育園のチームと
しての絆は強くなり、お互いにさらに優しくなり労
り合えるようになったと実感する。
このチームワークにより、今年度、社会福祉
法人の公益的な取組の一環としての「はっぱ
キッズ」、「おじいちゃん・おばあちゃん食堂」を
再開できるようになった。また、保護者が参加で
きる園内行事も参加内容を見直して再開できるよ
うに計画している。
私自身、コロナ禍を乗り越えられたのは、家族、
親友、施設長仲間、地域の方々、子どもたち、
職員、法人役員、法人顧問の弁護士、社会
保険労務士等、様々な方に支えられてきたから
だ。人は人に迷惑をかけて、また人から迷惑を
かけられて生きていく。私も誰かの支えになりた
い。これからも、施設長の役割として決断力や
方向性を問われることがあると思うが、子どもを
中心におき、保護者の思い、地域での役割、
職員と対話をして意見と思いが聴き取り合える
愛ある保育園づくりをめざしたいと思う。

18 福祉施設士 2022年6月号
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関東甲信越静ブロックにおきましては、昨年
度はコロナウイルス状況の影響をまともに受けて
しまい、他の地区の皆様と同様に、一堂に参集
しての研修や会議等できない状況下にありまし
た。そのような状況下においても、東京都福祉
施設士会の皆様のご尽力によりブロックセミナー
をZOOM等を利用して開催するなど、新たな取
り組みを実践してまいりました。
このような状況を踏まえたうえで令和４（2022）
年度の事業計画を右記のように予定しておりま
す。

１　関東甲信越静ブロックセミナー
　　埼玉県福祉施設士会が担当
　　2022年11月開催予定・参集方式でなく
ＺOOM等利用による開催

２　関東甲信越静情報交換会
　　年度内に３回開催（３～４月毎にZOOM

利用にて実施。なお、状況により参集し
ての情報交換会実施予定）

３　ブロック内都県福祉施設士会への支援

2022年度　日本福祉施設士会　関東甲信越静ブロック　事業計画

関東甲信越静ブロック長　古谷田　紀夫

３年越しのコロナ禍によって、様々な団体によ
る研修が集合型からオンライン（WEB）型に切り
替わってきました。モニター画面越しの研修で
は、講師の熱量が伝わりにくかったり、画像を
公開しなければただ参加しているだけになった
り、グループワーク等でコミュニケーション上の微
妙なニュアンスが相手に伝わらなかったり、相手
の意図が把握しづらかったり、なんといっても研
修の醍醐味の一つである情報交換の場がない
ため多くの仲間と知り合う機会が減少し、研修
名目の公費による大手を振った非日常がなくなり
ました。

また、WEBに関するリテラシーの向上も求め
られます。一方で、時間とコストの両面を節約
することが可能で、遠方にいながらも一堂に会
することができ、ともに知識を深めることが可能
になりました。それにしてもこのような状態は一体
いつまで続くのでしょうか。あるいは研修の有り
様は今後もこのままなのかも知れません。
さて、広島県福祉施設士会は令和４（2022）
年度の活動として、これまでコロナ禍で躊躇し
ていた見出しの『第36回中国・四国ブロックセミ
ナー・福祉QC発表広島大会』を開催すること
を決定しました。本年秋口に行うとはいえ、感

第36回中国・四国ブロックセミナー・福祉QC発表広島大会

中国・四国ブロック長　松林　克典

DSWI
スクエア

「Ｄirect of Social Ｗelfare Institutions」
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染動向が定かではないため集合参加型とオンラ
イン型の併用によるハイブリッド形式で行います。
本大会は、セミナーと福祉QC発表を織り交ぜ
て開催するものです。
四国ではこれまで幾度となく『福祉QC全国発
表大会』において最優秀賞を受賞したチームが
軒を連ねます。この度の発表大会は５演題を予
定していますが、質の高い発表大会になるもの
と確信しております。
セミナーにおいては、広島県介護福祉士会
会長で介護福祉士養成校の教員（学科長）でも
ある吉岡俊昭氏に『学生に選ばれる福祉施設』
と題して今時の若者がどのような傾向や特色を
もった福祉施設を選んで就職するのか、学生に
興味をひいてもらうためにはどのような工夫が必
要なのか等を、お話いただこうと考えています。
そして、記念講演では作家・TVコメンテーター

として「マツダ愛」、「カープ愛」を前面に押し出
している元マツダ株式会社海外統括部部長迫
勝則氏に『カープ球団のしぶとい戦略』と題し
て、黒字経営を続けるご当地カープ球団の経
営や２年前にちょうど100周年を迎えた株式会
社マツダの息の長い経営論などを語っていただ
きます。最近では健全な経営を求められる福祉
施設のあり方に何らかの示唆を与えてくれるもの
と信じています。
これらの盛りだくさんの内容で二日間にわたっ
て濃密な研修を企画しました。会場は、現在再
開発が進行中の広島駅前にある「広島市総合
福祉センター」です。200名以上が十分座れる
空間で密を排して余裕を持って集まることもでき
ますし、遠方からオンラインで参加することも可
能です。この度のセミナーでは、交流会やオプ
ション的なツアーなどは一切企画していません
が、其の分しっかりと研修に打ち込むことができ
ます。
会場が広島市の中心部にあるため個人的な

活動にはもってこいの場所です。安芸の宮島や
原爆ドーム、新しくなった平和記念資料館など
思い思いの散策をしていただける機会になるも
のと考えます。秋は広島でも最も季候のよい時
期の一つです。瀬戸内の魚介や松茸など山の
幸で舌鼓を打ちながら風光明媚な景観を存分
に楽しめます。全国の福祉施設士の皆さん、い
や福祉に興味がある方すべてに広島を感じてい
ただける機会になれば、大会を企画する者とし
てこれほどの幸せはございません。是非、広島
でのハイブリッド研修に全国からご参集ください。

記
１. 主　催：中国・四国ブロック福祉施設士会　

広島県福祉施設士会
２. 期　日：令和４年10月６日（木）13：00　～　

翌、10月７日（金）11：30
３. 場　所：広島市総合福祉センター５階ホール

（広島県広島市南区松原町５-１）
４. 参加対象者：①中国・四国ブロック福祉施

設士会会員
②日本福祉施設士会会員
③福祉に関心のある者

５. 参加定員：会場　80名
オンライン参加　80名

６. 参加費：5,000円
７. 申込期日：令和４年９月２日（金）
８. お問合せ：
広島県福祉施設士会事務局　社会福祉
法人正仁会　なごみの郷内　担当：矢矧
（やはぎ）
〒739-1732　広島市安佐北区落合南町
196-１
電話　（082）841－1331
FAX　（082）841－1336
E-mail:nagomi@nagominosato.jp
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日本福祉施設士会　令和４年４月～５月の活動報告　※いずれもZoomにて実施

日　付 内　容
４月13日（水） 総務委員会（第１回）
４月19日（火） 生涯研修委員会（第１回）
４月28日（木） 広報委員会（第１回）
５月11日（水） 令和３年度事業・会計監査
５月17日（火） 生涯研修委員会（第２回）
５月25日（水） 理事会（第１回）、代議員会（第１回）

会議報告

総務委員会（第１回）　４月13日（水）

令和４年度事業の進め方について確認をした
後、入会促進の取り組みやブロック組織の活性
化についての意見交換があり、ブロック活動助

成費＠15万円についてはブロックセミナー等の
開催がなかった場合、ブロック長と代議員との協
議のうえ、都道府県で活用できることとしました。

生涯研修委員会（第１回）　４月19日（火）
令和４年度生涯研修委員会関係事業の進め
方について確認をした後、令和４年度の第43
回全国福祉施設士セミナーの日程・開催方法

等について意見交換をしました。また、第２回
施設長実学講座のプログラムを決定しました。

広報委員会（第１回）　４月28日（木）
令和４年度広報委員会関係事業の進め方に

ついて確認をした後、会報６月号特集企画を決
定しました。会のPR方法について引き続き検討
することを確認しました。

令和３年度事業・会計監査　５月11日（水）
令和３年度の事業および会計について監査を
実施しました。令和４年度第１回代議員会（５月

25日（水）にて監査結果が報告されることとなりま
した。

生涯研修委員会（第２回）　５月17日（火）
第43回全国福祉施設士セミナー開催要項案

について意見交換を行い、セミナーを９月29日
（木）に、全社協灘尾ホールにて開催することと
なりました。

理事会（第１回）、代議員会（第１回）　５月25日（水）
理事会では代議員会開催前に、議案となる

「令和３年度事業報告（案）および決算」、「令
和４年度北海道ブロック理事ならびにブロック長

選出」の内容を確認するとともに、説明分担を
決めました。代議員会ではすべての議案が承
認されました。

あんてな
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日本福祉施設士会　令和３年度事業報告

１．令和３年度事業の重点

令和３年度事業の重点として、以下の３点を事業計画に掲げ、オンラインを活用して諸会議や研
修会を開催した。

（１）会の今後のあり方についての検討の実施

会の現状について把握する実態調査等から、10年後を見越した会の活性化や今後の方向
性について引き続き検討する。

（２）生涯研修事業の見直し検討をふまえた事業の実施

研修会の地方開催やＷＥＢ研修の活用を図るなど、会員相互のつながりの強化とともに、参
加拡大と効果的な生涯研修事業の実施について取り組み、成果を得る。

（３）組織体制と事業の見直し、財務状況の健全化にむけた取り組み推進

財務状況をふまえ、引き続き組織体制や事業全体の見直しについて検討を進め、ＷＥＢツー
ルの活用による事業の活性化や基礎的収支の改善にむけた取り組みを促進する。

２．調査研究事業の充実

（１）「施設長のための業務チェックリスト（実践のポイント）」の発行　　
★ 行動原則と日々の実践を振り返るためのチェックリストをとりまとめ

　「福祉施設士行動原則（６つの姿勢と12の行動）」について、施設長が実践すべきポイントを具体
的に明示し、日々の実践の定期的なセルフチェック等に活用することを目的として、「施設長のための
業務チェックリスト（実践のポイント）」を取りまとめた。また、活用の促進を図るため、65の実践のポイ
ントにはチェックボックスを設け、集計・分析を行えるエクセルシートを作成した。
（２）実態調査および会の今後のあり方についての検討の実施

★ オンラインの活用による財務健全化と活動の活性化

・会費を財源とする旅費等の効率化を図る一方、委員会活動を積極的に展開

　→５つの委員会で24回開催　※６-（４）会務の運営 参照

・研修会事業の収支改善（＋約175万円）

　平成23年度「福祉施設士実態調査」報告書を再検証するとともに、本会事業活動収支を精査し、
オンラインの活用による事業推進に取り組み、財務健全化と活動の活性化を図った。

３．生涯研修事業の推進

★実学講座（５回）を計画どおり開催、総定員300名を超える「312名」参加

コロナ禍の影響で令和２年度は中止となった研修会を再開した。すべての研修会をオンライン開催
とし、人事・労務・財務等にかかるマネジメント手法の習得および能力の向上を図り、福祉施設長と
して求められる役割の発揮に資するため、現場実践の課題や会員ニーズを踏まえた研修テーマを設
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定するとともに、講義とグループワークの組み合わせにより実施した。
（１）施設長実学講座の開催（計５回／定員各回60名）
（第１回）テーマ：「働き方改革と労務管理」
　令和３年７月29日（木）開催。53名参加。
　講師は、小川美也子氏（オスカー社会保険労務士法人）。
（第２回）テーマ：「災害対策と危機管理」
　令和３年９月15日（水）開催。76名参加。　
　講師は、松島康生氏（災害リスク評価研究所代表）。
（第３回）テーマ：「基礎から学ぶＳＤＧs」
　令和３年11月１日（月）開催。78名参加。
　講師は、新田英理子氏（ＳＤＧs市民社会ネットワーク理事・事務局長）。
（第４回）テーマ：「基礎から学ぶ会計実務」
　令和３年12月９日（木）開催。56名参加。
　講師は、湯浅寿江氏（太陽有限責任監査法人公認会計士）。
（第５回）テーマ：「施設を守るための法務課題への対応と危機管理」
　令和４年１月20日（木）開催。49名参加。
　講師は、平田厚氏（弁護士／明治大学法務研究科教授）。　

（２）第42回全国福祉施設士セミナーの開催
★  福祉施設士が現場で抱える課題にそくしたテーマを設定。著名な講師も招へいし講義内容を

充実

　本会事業の重点に関連し、福祉施設長に求められる姿勢や態度の確認や、今後の福祉施設経
営の方向性の共有、会員相互の交流促進を目的に、「持続可能な施設運営を考える～新しい生活
様式を踏まえた福祉サービスの充実を図るには～」をテーマにオンラインで開催した。
令和３年11月24日（水）開催。105名参加（定員：200名）。
プログラム：
　①基調報告：「ポストコロナを見据えた会員の相互連携」藤田久雄会長
　②講演：「コロナ禍を超える生活困窮者支援と地域共生社会　福祉施設への新たな期待」
 宮本太郎氏（中央大学法学部教授）
　③記念講演：「人口減少社会における持続可能な福祉施設運営」
 河合雅司氏（作家・ジャーナリスト、人口減少対策総合研究所理事長）

（３）ブロック・都道府県組織活動支援事業の実施
★セミナーのオンライン開催、動画撮影等をサポート

　関東甲信越静ブロックセミナー東京大会（令和４年２月４日（金））開催の企画・広報に協力するとと
もに、オンライン開催にあたり、動画撮影等のサポートや会場の準備などの実施協力を行った。
（４）研修事業参加促進策の実施
福祉施設士の生涯研修への参加を推進するため、オンラインを活用した参加機会の拡大と各都
道府県組織と連携した参加勧奨を行った。

あんてな



24 福祉施設士 2022年6月号

４．広報・情報提供体制の強化

★企画・編集会議となる広報委員会を毎月開催。会員ニーズに応える情報提供を推進

★福祉施設士の実践ＰＲの新たな手法についての検討を継続

（１）会報「福祉施設士」の発行（年間６号）
４月号、６月号、８月号、10月号、12月号、２月号の計６回発行した。
「来たれリーダーたち!」、「福祉施設士がめざすもの」を連載し、組織や地域の牽引役の自覚を高
めるとともに、施設の経営管理にかかる知識や技術の向上や会員紹介を図った。特集については「コ
ロナ禍における福祉施設士の実践」、「人材の確保と働きがいのもてる職場づくり」、「福祉現場の生
産性向上に向けた業務改善の実践」をテーマに掲載した。また、誌上講座については、「福祉業界
における労働時間の把握義務」、「福祉施設におけるＢＣＰと災害対策」をテーマに掲載した。
（２）ホームページによる情報提供
各研修会の開催案内周知や代議員名簿、役員体制・委員会体制の周知、会報「福祉施設士」バッ

クナンバーを掲載するなど、随時情報提供を行った。また、ブロック・都道府県組織の研修会の開
催案内周知も行った。
（３）メールマガジンによる情報提供

★アドレスの登録促進257名（令和２年度末）⇒ 379名（令和３年度末）

「日本福祉施設士会【DSWI】メールマガジン」を４月号～３月号まで毎月１回の計12回、予定どおり
発行し、日常業務の確認「今月のチェックリスト」、他分野の基礎知識「時事／用語解説」、会員の
日常のポジティブな出来事を紹介する「リレーコラム」、その他研修会の案内などの情報を発信した。
（４）ホームページの活用促進
ホームページの活用推進を含めたＳＮＳの活用等について検討した。

５．「福祉施設士行動原則」の活用促進

（１）会員の属性傾向の把握と活用　　
会員等のメールアドレス登録と併せて職種等の属性傾向についても把握し、会報「福祉施設士」に

よる実践発信に活用した。
（２）「福祉施設士行動原則」の普及および活用促進のフォローアップ
会報「福祉施設士」にて紹介、普及を図るとともに、「施設長のための業務チェックポイント（実践の

ポイント）」を取りまとめた。
（３）福祉QC活動
①「第25回『福祉QC』入門講座」の開催

★  活動の全国展開や継続的な普及、これまで蓄積したノウハウの継承に資する「講義動画」を

制作、研修会で活用

　令和３年９月28日（火）開催。75名参加（定員90名）。
「福祉QC」全国推進委員が講師となり、オンラインにて実施し、「福祉QC」活動の目的に加え、
活動のポイントについて学んだ。
②「第31回『福祉QC』全国発表大会」の開催
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★  19（すべての応募者）の活動実践を動画で公開。参加者はすべての実践を視聴できる環境

とし、会員間の実践共有を促進

★８つの実践をオンラインでライブ発表、研修・発表の機会も確保

　令和３年12月14日（火）開催。19サークルの内、「福祉QC」全国推進委員会委員による審査
により選ばれた８サークルの実践がライブでオンライン発表された（66名が参加（定員：120名））。
最優秀賞は、「ピッカまん」（香川県ヌーベルさんがわ）が受賞した。
③「福祉QC」を用いた活動実践の共有

★会報「福祉施設士」２月号の特集で実践を紹介

④改善（福祉QC）活動個別指導講座
　山梨県、千葉県、東京都、長野県にて実施した。

（４）社会福祉関係法制度見直し等への対応
社会福祉法人制度をはじめ、各分野の制度改正の動き等を会報「福祉施設士」で発信した。

６．組織体制と事業の見直し、および財務状況等の健全化にむけた取り組み推進　 

（１）組織体制・事業の見直し、財務状況の健全化
研修会や会議の実施のために、オンラインを活用し、会費を財源とする旅費等の効率化を図る一
方、委員会活動を積極的に展開した（５つの委員会で25回開催、「６－（４）会務の運営」を参照）。
（２）会員増に向けた取り組み

★第45期講座（オンライン開催）の開講にあたり会長メッセージ動画を配信

★また、開講にあたり古谷田副会長・堤副会長による入会アピール動画を配信

★専門講座の運営委員長に古谷田副会長が就任、講座運営との連携を強化

★令和４年度から専門講座講師として藤田会長、堤副会長が参画し、入会促進にもつなげる

　各委員会にて、活動の活性化に向けた取り組みについて検討するなかで、第44期専門講座修
了者（非会員）や第45期専門講座受講者に会報「福祉施設士」を送付するとともに、研修会の開催
についての案内を行った。
２～３月には、全社協出版部と協力して書籍の会員割引販売を実施した。
新型コロナウイルス感染症の影響により、第45期専門講座受講者の修了が令和４年度となったこ

となどが影響し、令和３年度末会員数は855名（昨年度末921名、入会４名、退会70名）となった。　
（３）都道府県組織の支援

★セミナーのオンライン開催、動画撮影等をサポート

　各都道府県内での広報にむけ、会報を都道府県組織に配布した。また、関東甲信越静ブロック
セミナー東京大会開催に対する助成や本会役員の派遣、オンライン開催のための動画撮影等のサ
ポートを行った。
（４）会務の運営

★オンラインを活用し、積極的に委員会活動などを展開

会議や委員会はオンラインを活用し、以下のとおり開催した。　　
①「事業・会計監査」

あんてな
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　令和３年５月12日（水）※集合開催　　　
②「代議員会」
　（第１回）令和３年５月31日（月）／（第２回）令和４年３月22日（火）
③「理事会」
　（第１回）令和３年５月31日（月）／（第２回）令和４年３月22日（火）
④「常任理事会」
　（第１回）令和４年１月27日（木）
⑤「正副会長会議」※第２回は集合開催
　（第１回）令和３年７月６日（火）／（第２回）令和３年10月19日（火）
⑥「総務委員会」
　令和４年３月10日（木）
⑦「調査研究委員会」
　（第１回）令和３年８月４日（水）
　（第１回作業委員会）令和４年１月19日（水）
　（第２回）令和４年２月21日（月）
⑧「生涯研修委員会」
　（第１回）令和３年７月21日（水）／（第２回）令和３年８月17日（火）
　（第３回）令和３年９月10日（金）／（第４回）令和３年10月19日（火）
　（第５回）令和４年３月２日（水）
⑨「広報委員会」
　（第１回）令和３年７月21日（水）／（第２回）令和３年８月25日（水）
　（第３回）令和３年９月22日（水）／（第４回）令和３年10月27日（水）
　（第５回）令和３年11月30日（火）／（第６回）令和３年12月22日（水）
　（第７回）令和４年１月26日（水）／（第８回）令和４年２月24日（木）
　（第９回）令和４年３月24日（木）
⑩「『福祉QC』全国推進委員会」
　（第１回）令和３年７月12日（月）／（第２回）令和３年９月17日（金）
　（第３回）令和３年10月４日（月）／（第４回）令和３年11月12日（金）
　（第５回）令和４年２月15日（火）／（第６回）令和４年３月14日（月）

また、全国社会福祉協議会の関係委員会に、下記のとおり本会役員が参画した。
①「政策委員会」：花田利生副会長　
②「国際社会福祉基金委員会」：堤洋三副会長
③「福祉施設長専門講座運営委員会」：古谷田紀夫副会長
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日本福祉施設士会　令和３年度決算

予算（Ａ） 決算（Ｂ） 差異（Ａ）-（Ｂ） 備考

会費収入
　会費収入
事業収入
　参加費収入
　広告料収入
受取利息配当金収入
　受取利息配当金収入
　積立資産受取利息配当金収入
その他の収入 △ 15,000
　その他の収入 △ 15,000
　　雑収入 △ 15,000

事業活動収入計（1）

人件費支出
　派遣職員費支出
　人件費負担金支出
事業費支出
　諸謝金支出 △ 761
　旅費交通費支出
　　役職員旅費交通費支出
　消耗器具備品費支出
　　消耗品費支出
　印刷製本費支出
　通信運搬費支出
　会議費支出 △ 9,050
　資料図書費支出
　広報費支出
　　広告宣伝費支出
　業務委託費支出
　　委託費支出
　賃借料支出 △ 2,030
　租税公課支出 △ 400
事務費支出
　旅費交通費支出
　事務消耗品費支出
　　消耗品費支出
　印刷製本費支出
　通信運搬費支出 △ 29,736
　手数料支出
　租税公課支出
　　印紙税支出
　渉外費支出 △ 16,000
　雑支出
販売原価支出
　仕入支出
分担金支出
　分担金支出
助成金支出
　助成金支出
負担金支出
　事務費負担金支出
その他の支出
　その他の支出
　　雑支出
　　　事業活動支出計（2）

△ 499,724

施設整備等収入計（4）

施設整備等支出計（5）

その他の活動による収支

その他の活動収入計（7）
支出

積立資産支出
　その他の積立資産積立支出
　　運営資金積立資産積立支出
　　　その他の活動支出計（8）

△ 1,000 △ 301 △ 699

△ 500,423

△ 176
△ 176

△ 500,599

資金収支計算書

(単位：円）
（自）令和3年4月1日　（至）令和4年3月31日

勘定科目
事業活動による収支

　　前期末支払資金残高
　当期末支払資金残高（11+12）

収入

　その他の活動資金収支差額（9＝7-8）
　予備費支出（10）
　当期資金収支差額合計（11＝3+6+9-10）

　前期末支払資金残高（12）

収入

支出

　事業活動資金収支差額（3＝1-2）
施設整備等による収支

収入

支出

施設整備等資金収支差額（6＝4-5）

予算（Ａ） 決算（Ｂ） 差異（Ａ）-（Ｂ） 備考

会費収入
　会費収入
事業収入
　参加費収入
　広告料収入
受取利息配当金収入
　受取利息配当金収入
　積立資産受取利息配当金収入
その他の収入 △ 15,000
　その他の収入 △ 15,000
　　雑収入 △ 15,000

事業活動収入計（1）

人件費支出
　派遣職員費支出
　人件費負担金支出
事業費支出
　諸謝金支出 △ 761
　旅費交通費支出
　　役職員旅費交通費支出
　消耗器具備品費支出
　　消耗品費支出
　印刷製本費支出
　通信運搬費支出
　会議費支出 △ 9,050
　資料図書費支出
　広報費支出
　　広告宣伝費支出
　業務委託費支出
　　委託費支出
　賃借料支出 △ 2,030
　租税公課支出 △ 400
事務費支出
　旅費交通費支出
　事務消耗品費支出
　　消耗品費支出
　印刷製本費支出
　通信運搬費支出 △ 29,736
　手数料支出
　租税公課支出
　　印紙税支出
　渉外費支出 △ 16,000
　雑支出
販売原価支出
　仕入支出
分担金支出
　分担金支出
助成金支出
　助成金支出
負担金支出
　事務費負担金支出
その他の支出
　その他の支出
　　雑支出
　　　事業活動支出計（2）

△ 499,724

施設整備等収入計（4）

施設整備等支出計（5）

その他の活動による収支

その他の活動収入計（7）
支出

積立資産支出
　その他の積立資産積立支出
　　運営資金積立資産積立支出
　　　その他の活動支出計（8）

△ 1,000 △ 301 △ 699

△ 500,423

△ 176
△ 176

△ 500,599

資金収支計算書

(単位：円）
（自）令和3年4月1日　（至）令和4年3月31日

勘定科目
事業活動による収支

　　前期末支払資金残高
　当期末支払資金残高（11+12）

収入

　その他の活動資金収支差額（9＝7-8）
　予備費支出（10）
　当期資金収支差額合計（11＝3+6+9-10）

　前期末支払資金残高（12）

収入

支出

　事業活動資金収支差額（3＝1-2）
施設整備等による収支

収入

支出

施設整備等資金収支差額（6＝4-5）

あんてな
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勘定科目 当年度末 前年度末 増減 勘定科目 当年度末 前年度末 増減

流動資産 流動負債 △ 419,258

　現金預金 　事業未払金 △ 466,398

　事業未収金 △ 53,500 　前受金 △ 15,000

　商品・製品 △ 57,750 　拠点区分間借入金

　前払費用 △ 230

固定資産 固定負債

基本財産 負債の部合計 △ 419,258

その他の固定資産

　器具及び備品 基本金

　運営資金積立資産 基金

国庫補助金等特別積立金

その他の積立金

　運営資金積立金

次期繰越活動増減差額

　次期繰越活動増減差額

　（うち当期活動増減差額） △ 408,246

純資産の部合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

資産の部

純資産の部

日本福祉施設士会　貸借対照表
令和4年3月31日現在

（単位：円）

負債の部
勘定科目 当年度末 前年度末 増減 勘定科目 当年度末 前年度末 増減

流動資産 流動負債 △ 419,258

　現金預金 　事業未払金 △ 466,398

　事業未収金 △ 53,500 　前受金 △ 15,000

　商品・製品 △ 57,750 　拠点区分間借入金

　前払費用 △ 230

固定資産 固定負債

基本財産 負債の部合計 △ 419,258

その他の固定資産

　器具及び備品 基本金

　運営資金積立資産 基金

国庫補助金等特別積立金

その他の積立金

　運営資金積立金

次期繰越活動増減差額

　次期繰越活動増減差額

　（うち当期活動増減差額） △ 408,246

純資産の部合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

資産の部

純資産の部

日本福祉施設士会　貸借対照表
令和4年3月31日現在

（単位：円）

負債の部



［日本福祉施設士会　行事予定］

　第43回全国福祉施設士セミナーが９月29日（木）に、全社協（東
京）で開催予定となりました。前回令和元年度の福岡開催から
３年ぶりの集合での開催となります。多くの皆さまのご参加を
お待ちしております。

事務局だより 福祉施設士　６月号
令和４年６月15日発行　通巻349号 偶数月15日発行
定価500円（本体455円＋税10％）

発　行　社会福祉法人全国社会福祉協議会　日本福祉施設士会

発行人　藤田　久雄

編集人　志賀　常盤

広報委員会
志賀 常盤（広報委員長）/松林 克典/木元 洋一郎/蛯名 將之/
村上 耕治/田村 惠一/大澤 澄男/辻元 るみ子/岩田 敏郎/
桂 信一/堤 洋三（担当副会長）

〒100-8980
東京都千代田区霞が関3-3-2　新霞が関ビル
全国社会福祉協議会　法人振興部
TEL 03（3581）7819　FAX 03（3581）7928
URL http://www.dswi-sisetusi.gr.jp
メール　z-sisetusi@shakyo.or.jp

＜ご意見・感想の募集について＞

会員の皆様からご意見・感想をお聞かせください。
１．会報の記事へのご意見・感想をお寄せください。
　　　※特集記事、誌上講座にかかるご質問はもちろん、会報へのご意見や提案も受け付けております。
　　　※�本会事業に対してのご意見や、本会執行部・他の会員の皆さまへテーマを示した意見交換の提案な

ども受け付けております。
2．文字数は、800字以内でお願いします。
3．電子メールあるいはFAX、郵送にてご提出ください。
� 電子メールの場合は、日本福祉施設士会事務局（アドレス　z-sisetusi@shakyo.or.jp）まで送信ください。
4．会報発行月（偶数月）の前月（奇数月）の15日までにお送りください。
5．掲載する場合は、都道府県ならびに会員ご氏名を掲載いたします。

異動の連絡はお早めにお願いします＞＞＞
在籍施設の異動等連絡先が変更となる場合は、お早めにお知らせくださいますよう、お願いいたします。

会員名刺の追加発注・修正を受け付けています＞＞＞
異動等による内容の修正はありませんか？　１セット（100枚）2,000円（税込）で承ります。

退会を希望される会員の方へ＞＞＞
退会を希望する場合は、所定の退会届を、当該都道府県福祉施設士会を通じて、本会会長宛にご提出ください。

令和４年６月～７月
日　　程 予　　定　　事　　業　※すべてオンライン開催

６月１日（水） 総務委員会（第１回）

６月９日（木） 「福祉QC」全国推進委員会（第１回）

６月16日（木） 調査研究委員会（第１回）

６月22日（水） 第26回「福祉QC」入門講座

７月13日（水） 生涯研修委員会（第３回）

７月22日（金） 第１回施設長実学講座

６月１日現在
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